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1.　はじめに

複数の限界状態から構成される破壊事象から構造系としての破壊確率を算定する構造系信頼性評価法と逐

次 2次計画法(SQP法)に基づく構造最適化手法を組み合わせることで，設計対象構造系が目標破壊確率を満

足し，かつ特定の目的関数を最小化(最大化)する中で構造設計を行うフローを構築した．そして，現行規準

により耐震設計された RC橋脚毎の保有安全性のばらつきを提案手法に基づき均一化することを試みた．

2.　信頼性理論を用いた構造最適化手法

信頼性理論と構造最適化手法を組み合わせた設計問題は，以下のように定式化される．
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ここに，D：設計変数，X：耐力や応答値などを表す確率変数，Z：橋脚高さなど確定値とみなせる変数，
l
i

u
i DD , ：設計変数の上下限値， sysPf ：構造系信頼性評価法 より算定される破壊確率 1)， allPf ：目標破壊確率．

式(1)～(4)で明らかなように，式(2)の確率値に基づく制約条件を除き，通常の最適化手法を用いることで，

目的関数W を最小化する設計変数ベクトルDを決定できる．そこで，本論文の中では，制約条件付き最小化

問題の解法として，最も有力な手法の一つである SQP法 2)を用いた．

3.　破壊確率値に基づく既存RC 橋脚の耐震安全性の均一化

(1)　解析対象RC 橋脚

桁橋を支持する２つの単柱式 RC橋脚(単柱 A，単柱 Bと略)と連続ラーメン橋橋脚(RC橋脚で橋梁 Aと略)

に対し，道路橋示方書のタイプⅡ地震動に対する照査を過不足なく満足するように設計した．各橋脚の断面

諸量を表－1 に示した．表－1 には，後述する限界状態式から計算される各橋脚の破壊確率も併記してある．

(2)　限界状態式，目的関数および制約条件の設定

橋脚躯体の地震時安全性照査は，橋軸方向，橋軸直角方

向ともに，せん断破壊，変形性能，残留変位に対して行う．

そこで，破壊確率算定のための限界状態式 ig を以下のよう

に定義した( 3~1=i :橋軸方向， 6~4=i :橋軸直角方向)．
せん断破壊： actSCi VVV 321g α−α+α= , ( 4,1=i ) (5)
変形性能： δα−δα= 54g Ui , ( 5,2=i ) (6)
残留変位： ( )yRRai C δ−δα−δ= 5g , ( 6,3=i ) (7)

ここに， CV ， SV ：帯鉄筋以外および帯鉄筋が受け持つせん

断耐力， actV ：作用せん断力， 1α ， 2α ， 3α ： CV ， SV およ

び actV の算定に伴うばらつきを考慮する係数， Uδ ：終局変位，

δ：エネルギー一定則より推定される応答変位， 4α ：終局変

位算定過程に含まれるばらつきを考慮する係数， 5α ：動的解

析結果との差を考慮する補正係数， Raδ ：許容残留変位， RC ：残留変位比応答スペクトル， yδ ：降伏変位．

6つの限界状態式より式(2)の sysPf を算定する際の各確率変数の条件を表－2 に示した．各値は，材料強度

のばらつきや実験結果に基づき提案された耐力算定式の持つばらつきなどから評価されたものである．

式(3)に相当する目的関数は，終局曲げモーメント doM をせん断力換算した値とせん断耐力V の線形和が最

小になる時を最適な設計状態と考え定義した．この時，RC橋脚の最適化問題は以下のように定式化される．
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表－1 橋脚の断面諸量

単柱 A
(高さ 7.5m)

単柱 B
(高さ 15m)

橋梁 A
(高さ 14m)

固有周期(sec)＊） 0.57
0.54

1.09
1.00

0.68
0.55

断面寸法(m) 3.0×3.2 4.5×5.0 4.0×6.0

軸方向鉄筋 D22-78本 D29-122本 D22-228本

帯鉄筋 D16@150 D16@150 D16＠100

中間帯鉄筋 D16@150 D16@150 D16＠100

橋軸方向 0.17% 0.16％ 0.33％帯鉄

筋比 直角方向 0.18% 0.18% 0.35％

破壊確率 sysPf 1.23×10－1 2.05×10－1 4.80×10－2

＊)降伏剛性を用いて算定(上段：橋軸方向，下段：直角方向)
地盤種別はⅡ種地盤を想定
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ここに， ah ：橋脚高さ， 0,dcM ， uV ：曲げモーメント

の下限値およびせん断耐力の上限値．

道路橋示方書に基づき耐震設計された橋梁Aの構造系
としての破壊確率 sysPf は，表－1 に示す通りである．そ

こで，式(9)で与えられる目標破壊確率 allPf として，この

橋梁 A の破壊確率 sysPf を与えることで単柱 A および単

柱 Bの最適設計を行い，構造物間の保有安全性レベルの

整合を試みた．設計フローを図－1 に示した．図－1 に

示す通り，SQP法より次のステップの耐力値が決定され

ると，橋脚諸元のうち，軸方向鉄筋量と帯鉄筋量をパラ

メータにとり，その耐力値を満足するように鉄筋量を修

正しているため，式(10)に基づき目的関数を最小化する

ことは，使用鉄筋量の最小化を図っているとも言える．

(3)　解析結果

道路橋示方書に基づき試設計された際の各耐力値から，

最適設計を行い，橋梁 Aと同一の安全性を保有させるた

めに必要となる耐力の増加率を算定した結果が図－2 で

ある．過不足なく示方書の規準を満足するような同じコ

ンセプトのもとで設計を試みても，構造系としての安全

性を確率的に評価した場合には，表－1 に示すような保

有安全性の差が生じる．現状では，目標破壊確率を設定

するまでには至っておらず，また，道路橋示方書に基づ

き試設計された状態から，最適化によって得られる断面

諸量の変更分は一律に決まるわけではないため，図－2

に示す単柱毎の耐力増加率に一般性はない．しかしなが

ら，破壊確率値に基づいて現行規準により耐震設計され

た構造物間の保有安全性のばらつきを整合させると，こ

の程度の断面諸量の変更が必要になる場合が確認された．

4.　結論

(1) 構造系信頼性評価法と SQP 法に基づく構造最適

化手法を組み合わせることで，目標破壊確率を満足し，

かつ特定の目的関数を最小化(最大化)する中で構造設計

を行うフローを構築した．(2)現行示方書のもとでは，構

造物毎の安全性が均一化されてなく，耐震安全性に大き

な差がある構造物を設計する可能性に留意する必要があ

る．今後，本研究で提示したような確率論的手法を反映

させることで，改善していく必要があると思われる．
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図－2 橋梁Aと安全性を整合させるのに必要な耐力増加率
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図－1 単柱式RC橋脚の設計フロー

表－2  各確率変数の分布形およびパラメータ

確率分布パラメータ限界状態式

での記号
確率分布

平均値 変動係数

CV 正規分布 耐力算定式 10.0%

SV 正規分布 耐力算定式 8.0%

actV 正規分布 曲げ耐力より逆算 4.6%

1α 正規分布 1.02 8.2%

2α 正規分布 1.22 14.5%

3α 正規分布 1.00 30.0%

Uδ 正規分布 道示による変形能評価 6.1%

δ 正規分布 ｴﾈﾙｷﾞｰ一定則より推定 30.0%

4α 正規分布 1.16 25.0%

5α 動的解析結果への補正 (確定値)

Raδ (橋脚高さ)/100 (確定値)

yδ 正規分布 降伏変位算定値 8.2%

RC 正規分布
残留変位比応答

ｽﾍﾟｸﾄﾙ(=0.6) 50.0%

増
加
率

単柱 A 単柱 B

曲げ耐力 せん断耐力 曲げ耐力 せん断耐力
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